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研究成果の概要（和文）：本研究では日系企業の海外進出先として毎年その重要性が増しているアジアで現地従
業員と日本人管理職の間に発生している異文化間職場摩擦の解消法を提言するものである。在アジア日系企業に
おいて現地化が進まないのは現地人中間管理職が育たないすなわちその段階で退職して現地または欧米企業に転
職してしまう問題が起きている。この問題の解決策として重要なことは現地従業員の働く動機付けを高めること
であり、そのためには異文化間の職場摩擦を解消させることが効果的である。

研究成果の概要（英文）：Japanese companies investing in Asian countries have faced problems related 
to cultural differences between expatriate managers and local staff. Such differences can cause 
problems in intra-organizational conflict. This is one of major reasons that Japanese manufactueres 
in Asia have difficulty of localization. This reseach have identified causes of conflicts between 
expatriate managers and local staff and introduced preventive methods of these conflicts.  

研究分野：異文化職場摩擦マネジメント
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研究成果の学術的意義や社会的意義
アジア進出の日系企業にとって、現地人管理職の確保は重要課題であり、異文化間の職場摩擦はこの問題に悪影
響を 与えている。今研究では、日系企業の異文化間職場摩擦を異文化要因と進出国要因とに区別し、それぞれ
の解消策に沿った、働く動機付け、リ ーダーシップ、職場教育、コミュニケーション法等の経営手法を提案す
るものである。在アジア日系企業にとって新製品開発、コストダウン等 による競争力の確保には既に限界が来
ており、人的資源の有効活用、特に日本人と現地人の協働効率を上げることによる経営力強化が喫緊の課題であ
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。
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１． 研究開始当初の背景 
 国際協力銀行が行ったわが国製造業企業の海外事業展開に関する 2013年度調査報告（海外に

3 社以上現地法人を持つ企業約 600 社が回答）で今後とも事業展開を積極的に行っていく国と

して 1位インドネシア、2位インド、3位タイ、4位中国、5位ベトナムが挙げられており、ア

ジア重視を明確にしていた。2013年度の調査結果の特徴としては、中期的な事業展開有望国上

位の順位が大きく変動していることである。中国が調査開始以来（今回 25回目）初めて第 1位

から第 4 位に交代し、インドも第 2 位に留まるも重要視している企業数が大きく減少していた

（ＪＢＩＣ 2013）其の分、東南アジア諸国の重要性が高まっていた。2015年度の同調査では

中国が第 3位に後退しインドが 1位となり。東南アジアのべトナム（第 5位）、タイ（第 4位）

が順位を上げるなか、インドネシアは第 1位から今回第 2位に後退した。このように第 1位は

インドに入れ替わったものの上位 5 位には常に東南アジア諸国が入っており日本企業の海外進

出先としてこれらの国が重要であることは明確である。しかしながらこの調査報告によると東

南アジアに進出している日系企業は早期転職、人件費の高騰等人的資源管理上、多くの問題を抱

えており特に管理職クラスの人材確保が大きな解決すべき課題となっている。（JEBIC 2015）

の国際協力銀行の同じ調査ではこれらの国で管理職クラスの現地人が不足している理由として

日系企業の平均的賃金が安いということのほかに日本人管理職との職場摩擦が挙げられている

（Holmes 1995, 大西 2006、2009、2010、白木 2010） 

欧米においては職場における摩擦について経営原論や組織論の分野で幅広く研究がなされて

きており、Rahim, 2001; Jehn and Mannix, 2001; Smithson, 1999; Tyszka, 1998; Cox, 1991が

摩擦について体系的な研究を発表しており、Obuchi and Suzuki, 2003; De Dreu and Van de 

Vliert, 1997; Thomas, 1992 などは職場摩擦に対する管理職の対応方法の違い等について研究

を行って来た。また職場摩擦だけでなくそれが従業員の働く動機に与える影響についても研究

がなされ Tjosvold, Park, Liu, and Sasaki, 2001; Kunaviktikul,、Nuntasupawat, Srisuphan 

and Booth, 2000; Janssen et al, 1999; Tompson and Werner, 1997; Analoui, 1995等が論文を

発表している。企業が外国で活動する機会が増えたことにより、職場摩擦と異文化との関連性に

ついても研究がなされ、Lee, 2003;Roongrensuke and Chansuthus, 1998; Xie, Song, and 

Stringfellow, 1998; Kirkbride, Tang, Westwood, 1991; Ting-Toomey, Gao, Trubisky, Yang, Kim, 

Lin, Nishida,1991; Trubisky, Ting-Toomey, and Lin, 1991; Cox 1991;Triandis, Bontempo, 

Villareal, Asai Lucca, 1988 等が論文を発表している。これらの論文のうち特に Cox, 1991は

異文化職場摩擦を解消できた外国進出企業は経費節減、職場効率、安定成長等で優位に立ってい

ると、発表している。しかしながら日系企業を対象にした日本人と現地人との間の職場摩擦につ

いての研究はほとんどされていない。 
２．研究の目的 
 今研究はこの経営学の中で重要な問題である職場摩擦と異文化について、特にアジアに進出

している日系企業における現地従業員と日本人管理職との職場摩擦についてその原因を究明し、

職場摩擦を解消する方法を提言することである。とかく、アジア人と欧米人の職場摩擦という比

較がなされるがアジア人同士でも摩擦は起こりやすく、アジア諸国に生産拠点を多く生産拠点

を持つ日系企業にとって現地人従業員との職場摩擦は起こりやすく、現に起きている。今研究で

は前述の国際協力銀行の 2017 年度調査で今後日系企業の進出先としてますます重要性を増し

てくるタイとベトナムに進出している日系製造業における現地人従業員と日本人従業員間の職

場摩擦をアンケート調査による量的調査から解明から究極的にはその解消策または予防策の提

言を最終目的としている。 
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３．研究の方法 
 過去の調査結果を受けて今調査では混在している 2 種の職場摩擦（異文化を原因とする職場

摩擦と企業進出先の国特有の職場摩擦）を区別して個々にその解消策を提言する事とした。2種

の職場摩擦を分離することにより日系企業特有の異文化間職場摩擦を分析し、其の解消法をリ

ーダーシップ教育、コミュニケーショントレーニング、働く動機付け研修および日本的経営手法

教育を通じて従業員に浸透させていくプログラムを構築し、随時在タイ日系企業にて実践し、其

の効果を確認すことを研究の最終段階とした。 

調査の概要は次のような鳥観図にまとめられる。 

 

第 1 段階調査として各調査国の現地企業における従業員間の職場摩擦をアンケートを使用し

て調査し、その結果と在アジア日系企業での調査の結果を比較分析し、異文化に起因する職場摩

擦と進出国に起因する職場摩擦に区別し、それぞれの原因を分析した。 

第 2 段階調査として原因分析から導き出した異文化間職場摩擦解消法または防止策を人的資

源管理手法（リーダーシップ教育、コミュニケーショントレーニング、働く動機付け研修および

日本的経営手法教育）を通じて従業員に浸透させていくプログラムを策定し、在アジア日系企業

で実践し其の効果を検証することとして、在タイ日系企業でその効果を検証するのが 2016－

2018年度の主たる研究目的であった。しかしながら 2016年 10月にタイの国王が逝去されたた

めタイ 国全体が 2017年 10月まで喪に服す事になり、多くの在タイ日系企業から事前に異文化

間職場摩擦予防施策案の職場での試用に合意を得ていたにもかかわらず延期の要請が相次いだ。

結局、2017 年 11 月にタイ王国で日系企業に勤めるタイ人従業員および日本人管理職向けに別

個にセミナーを開催するまでほとんど活動する事ができなかった。 
４．研究成果 

セミナーではまず日本人とタイ人の働く文化の違いから生じる職場摩擦を両国間の地理的、

歴史的、宗教的、教育的差異から分析し、それらを踏まえた上で如何に異文化間の職場摩擦を防

ぐかを講義した。参加者からは活発な質問が出され、事後のセミナー評価も高いものを得ること

が出来た。また 2018 年 1 月に初めて企業内異文化間職場摩擦予防施策案の実施ケースとして

大手鉄鋼メーカーのタイ支社でセミナーおよび施策案の検証を行った。因みに次年度再度検証

の機会をいただけるとの連絡を受けている。この防止策の異文化マネジメント教育への活用と

して、2018年 3月および 2019年 3月にタイ王国国立カセサート大学でこの異文化摩擦解消法
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に関する研究発表の機会を得ることが出来、また横浜市立大学で講義で担当している人的資源

管理論、組織行動論の事業でも紹介する機会を得た。 

 この結果を論文にまとめ学会発表および論文執筆を行った。異文化経営学会、多国籍企業学
会等での発表時、調査対象が製造業ということで業種、企業規模等によって調査結果に差が出
る のではないかという指摘を受けた。2018年度はこの点を鑑みて在タイ国の大手自動車企業
を中心にアンケート調査を行った。調査項目は動機付け、仕事に関する満足度、リーダーシッ
プ、国文化等に関するもので在タイホンダ 174名、タイトヨタ 65名、タイスズキ 50名、タイ
ミツビシ 46名、タイヒノ 9名のデータを得た。また業種 による違いを見るためにキャノン 23

名、味の素 38名、また企業規模の違いを見るために中小企業である野中プレシジョン 11名分
のデータも得た。調査は 2018年 12月から 2019年 1月にタイバンコク近郊の工業団地にて行わ
れた。前調査との比較を行う分にはサンプル数に問題はないが日本人とタイ人の比較分析を行
うにはタイ 人 383名。日本人 33名とかなり差があるのでこの差を埋める追加調査が必要かと
思われた。 
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